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　　　　　科　　目 金　額 　　　　　科　　目 金　額

流動資産 4,707,467,204 流動負債 3,562,273,451

現金及び預金 132,105,710 買掛金 323,804,506

売掛金 1,718,025,752 短期借入金 2,243,813,931

商品 2,610,623,881 短期リース債務 7,128,000

貯蔵品 11,584,005 未払リース消費税 5,722,200

前渡金 7,910,000 未払金 302,579,627

前払費用 99,164,885 未払費用 224,197,530

未収入金 128,660,506 未払法人税等 143,428,400

短期債権 997,465 未払事業所税 4,672,500

貸倒引当金 △ 1,605,000 契約負債 21,725,434

預り金 8,515,400

前受収益 94,614,823

固定資産 1,760,532,492 賞与引当金 182,071,100

有形固定資産 1,188,423,675

建物 83,699,063 固定負債 329,246,941

機械装置 80,274,708 長期リース債務 50,094,000

工具器具備品 777,474,077 退職給付引当金 276,152,941

リース資産 73,067,280 長期預り保証金 3,000,000

建設仮勘定 173,908,547

負債合計 3,891,520,392

無形固定資産 61,802,554

施設利用権 137,950 株主資本 2,576,479,304

ソフトウエア 58,664,604 資本金 46,500,000

建設仮勘定 3,000,000 資本剰余金 38,500,000

資本準備金 8,500,000

投資その他の資産 510,306,263 その他資本剰余金 30,000,000

破産債権等 4,745,530 利益剰余金 2,491,479,304

長期前払費用 36,190,449 利益準備金 3,125,000

差入保証金・敷金 75,679,236 その他利益剰余金 2,488,354,304

繰延税金資産 398,005,169 別途積立金 313,125,000

個別評価貸倒引当金 △ 4,314,121 繰越利益剰余金 2,175,229,304

純資産合計 2,576,479,304

6,467,999,696 6,467,999,696資産合計

（純資産の部）

（2026年3月31日現在）
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 貸　借　対　照　表 

（資産の部） （負債の部）



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定額法

② 無形固定資産

定額法

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する部分を計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額および年金資産の見込額に基づき

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社は医療機器の仕入・販売を行っております。顧客との契約の中で当社が据付の義務を負う商品は据付後

顧客の検収を受けた時点、また当社グループが据付の義務を負わない商品は引渡し時点に、

顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

なお、据付の義務を負わない商品のうち出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間である場合には出荷時点において収益を認識しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

① 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

② グループ通算制度を適用しております。

２．当期純利益金額

当期純利益金額 611,874,855円

ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。


